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1 はじめに
バランスト・スコアカード（以下，BSC）の登場以
降，非財務指標に関する研究は管理会計研究の主要ト
ピックの 1つになっている。欧米においては，特に
BSCに限った研究ではないが，非財務指標と財務指
標の関係をアーカイバル・データによって検証した研
究や非財務指標の利用とパフォーマンスとの関係を検
証した研究などが蓄積されている。また，わが国にお
いても，非財務指標の利用実態に関する調査研究が実
施されている（乙政，2003；河合，2004a，b；星
野，1994）。たとえば，河合（2004b）は，財務指標
と非財務指標の重要度や成果満足度などについて業種
別の分析を行っている。これらの調査は，わが国企業
における非財務指標の利用実態を様々な視点から明ら
かにしているが，管理会計における非財務指標を対象
とした研究は途についたばかりであるため，未だ明ら
かではない点も数多い。たとえば，日本企業において
非財務指標が広範に利用されているとしても，どうい
った指標がどの階層において利用されているのかとい
った点については必ずしも明確にされているとはいえ
ない。また，個人の評価に利用される非財務指標と会
議などで議論の対象となるような非財務指標は同一な
のであろうか。さらに，非財務指標の利用はどういっ
た要因によって促進あるいは阻害されたりするのであ
ろうか。非財務指標を利用したマネジメントの実態を
捉える上で，こうした点の解明は必須であると考えら
れる。
かかる問題意識のもと本研究では，トップ階層にお
ける報告・インターラクションと部門管理者の業績評
価という 2つの局面に焦点をあて，非財務指標の利用
とその利用度に影響を与える要因，業績評価指標の変
更とその理由に関して，2005年度に行われた質問票
調査の結果に基づき検討する。
2 調査概要
2―1 質問票の発送方法及び回収状況
調査データは，東京証券取引所一部上場に属する建
設業を除く製造業 844社に対して実施した質問票郵送
調査によって収集した。サービス業を含めなかったの
は，質問票の設計にあたり，特に業績評価指標に関す
る質問項目において，製造業とサービス業に共通する
指標の設定などが困難であったためである。たとえ
ば，生産設備を有していない企業では，製造プロセス＊ 専修大学商学部講師
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に関連する指標は測定不可能である。
質問票（『業績評価指標に関する実態調査』大阪府
立大学管理会計研究会；研究代表：山本浩二・西居
豪）は，2005年 5月 15日付けで，調査依頼書，返信
用封筒を同封の上，発送した。発送先の選定はまず，
東洋経済新報社『会社四季報 CD―ROM版』2005年
春号を参考にし，調査対象企業リストを作成し，2005
年度版ダイヤモンド社編『会社職員録』で経営戦略部
門あるいは経営企画部門担当の取締役をリストアップ
し，所在地を確認した1）。質問票は 6月上旬まで返送
された2）。
本調査の質問票は大きく，①回答者及び回答企業の
プロフィール，②トップ階層における業績評価指標の
利用状況に関する質問，③部門管理者の業績評価にお
ける指標の利用状況に関する質問，④改善活動と財務
的パフォーマンスとの関係に関する主観的評価に関す
る質問，⑤競合他社と比較したパフォーマンスに関す
る主観的評価に関する質問に分けられる。
図表 2 ― 1は質問票の業種別の回収率を示したもの
である。全体の有効回答の回収率は 11.1％（94社）3）
であった。図表 2 ― 1に示されている通り，ゴム製品
の回収率が他の業種に比べ高いといえるが，ゴム製品
における質問票発送数自体が多くないため，それほど
大きなバイアスはないと判断可能である。
2―2 回答者・回答企業のプロフィール
回答者の平均勤続年数は 20.28年（標準偏差 9.96），
現部署の担当になってからあるいは現部署に配属され
てからの年数は平均 4.37年（標準偏差 5.80）であっ
た。さらに，回答者の担当あるいは所属部署は，管理
部門が 11.9％，経営企画・戦略部門が 57.8％，財務・
経理部門が 12.8％，広報部門が 4.6％，社長・秘書室
が 2.8％，その他が 10.1％であった。これらの結果か
ら，回答者は自社の状況を十分に反映した回答を行え
る経験を有しているといえる。
回答企業の平均従業員数は 3，448人（標準偏差
1971）で，最少で 38人から最大で 50，753人の従業員
を抱えている。さらに，平均総資産は 372，892百万円
（標準偏差 681，660百万円）で，最小で 13，751百万円
から最大で 5，217，934百万円であった。
図表 2―1 質問票回収率
業 種 回収数 質問票発送数 回収率
ガラス・土石製品 1 26 3.8％
ゴム製品 6 11 54.50％
その他の製品 0 45 0.0％
医薬品 5 37 13.5％
化学 12 118 10.2％
機械 8 118 6.8％
金属製品 3 37 8.1％
食料品 8 74 10.8％
精密機器 1 23 4.3％
石油・石炭製品 1 10 10.0％
繊維製品 5 47 10.6％
鉄鋼 6 34 17.6％
電気機器 24 162 14.8％
非鉄金属 5 22 22.7％
輸送用機器 9 60 15.0％
パルプ・紙 0 13 0.0％
鉱業 0 7 0.0％
全体 94 844 11.1％
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回答企業の組織構造については，13.98％が職能別
組織，10.75％が職能別事業部制，27.96％が事業部制
（製品別・地域別），19.35％が事業本部制，15.05％が
カンパニー制，4.30％が純粋持株会社，2.15％が事業
持株会社，3.23％がマトリックス組織，3.23％がその
他の組織構造であった。
回答企業の主要取引先（売上高が最も大きい製品の
取引先）は，4.26％が個人顧客，21.28％が個人顧客
に販売している小売業・卸売業，10.64％が個人顧客
に販売している関係会社，46.81％が産業用使用者，
11.70％が産業用使用者に販売している小売業・卸売
業，5.32％が産業用使用者に販売している関係会社で
あった。
2―3 業績評価指標の定義
本研究では，非財務指標については，①顧客に関す
る指標，②マーケットシェア（市場占有率），③製品
やサービスのブランドに関する指標，④新製品開発に
関する指標，⑤研究開発に関する指標，⑥製造プロセ
スの品質に関する指標，⑦製造プロセスの時間に関す
る指標，⑧製造プロセスの生産性に関する指標，⑨従
業員の教育・訓練に関する指標，⑩従業員のモチベー
ションに関する指標，⑪情報インフラに関する指標，
⑫環境に関する指標という分類を設定し，測定を行っ
た。すなわち，個々の指標レベルではなくカテゴリー
レベルでの測定を行っている。これは，実際に実務上
利用されている指標の定義は非常に多様であり特定の
指標を挙げるのは困難であり，また，個々の指標レベ
ルで測定を行うと質問票のボリュームが非常に大きく
なってしまうからである。ただし，質問票において
は，Kaplan and Norton（1996，2001），Olve et al．
（1999），乙政（2003），河合（2004a）などを参考にし
て，これらのカテゴリーに属すると考えられる代表的
な指標を設定した。なお，以下では特に断りがある場
合を除き，非財務指標はカテゴリーレベルを想定して
いる。
質問票ではまず，これらの指標がトップ・マネジメ
ント（代表取締役あるいは業務担当取締役）に定期報
告されているのかどうかを尋ねた4）。そして，定期報
告されている場合には，トップ・マネジメントと報告
者との間で，どの程度熱心に議論が行われているのか
を 5点リカート（ 1点：結果の報告のみ～ 5点：積極
的な意見交換）で尋ねた。報告あるいはコミュニケー
ションの対象を代表取締役あるいは業務担当取締役と
したのは，業務執行の監督という役割を持つ組織階層
に分析対象を統一するためである。使用人兼務取締役
と代表・業務担当取締役との大きな相違点は，部門長
などの使用人としての職制上の地位を有しているのか
どうかにある。使用人兼務取締役をトップ・マネジメ
ントに含めてしまうと，ある指標について報告が行わ
れているという回答は，使用人兼務取締役までにしか
報告されていない場合と代表あるいは業務担当取締役
にまでも報告が行われている場合の 2つのパターンが
考えられる。そのため，分析対象を統一するために，
本研究ではトップ・マネジメントを代表あるいは業務
担当取締役に限定している。
こうしたトップ・マネジメントにおける利用に加え
て，本調査では，部門の管理者（事業本部（事業部）
長，カンパニー社長，職能部門長など）の業績評価に
これらの非財務指標が利用されているのかどうかに関
しても測定を行った。
2―4 非財務指標の利用度の操作化
個々の非財務指標については上記の測定方法をとる
が，本研究では非財務指標の利用をより体系的に捉え
て分析を行う。具体的には，非財務指標の利用度を
「報告の多様性」，「コミュニケーションの程度」，「評
価の多様性」，「戦略的適合度」の 4つの変数によって
測定する。
「報告の多様性」とは，どの程度多様な非財務指標
がトップ・マネジメントに報告されているのかを表し
たものであり，上記の 12の非財務指標がトップに定
期報告されている場合を 1，されていない場合を 0と
した，各ケースの平均値として操作化される。
「コミュニケーションの程度」とは，定期報告され
ている非財務指標について，全体としてどの程度のコ
ミュニケーションが図られているのかを表したもので
あり，上記の 12の非財務指標のコミュニケーション
の程度（ 5点リカート）の各ケースの平均値として操
作化される。
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「評価の多様性」とは，部門管理者の業績評価にど
の程度多様な非財務指標が利用されているのかを表し
たものであり，上記の 12の非財務指標が業績評価に
利用されている場合を 1，されていない場合を 0とし
た，各ケースの平均値として操作化される。
「戦略的適合度」とは，戦略的重要性とコミュニケ
ーションの程度との関係を意味し，戦略的重要性に基
づいて，非財務指標に関するコミュニケーションが実
施されているのかどうかを表したものである5）。戦略
的適合度については，他の変数よりも複雑な方法によ
り操作化しているため，以下にその方法を示す。
まず，戦略的重要性については，Kaplan andNorton
（1996，2001）における BSCの各視点における戦略目
標や戦略マップ（戦略テーマや各視点における戦略マ
ップのテンプレート）に関する記述から，顧客との信
頼関係の構築・維持，ブランドの構築・保守，新しい
製品や技術の開発，製造プロセスの改善，従業員の教
育・やる気・創造性，情報インフラの整備，環境保護
という 7つの領域を多くの企業において戦略的に重要
視されるものとして取り上げて，これらの領域が主要
事業を展開する上でどの程度重要視されるのかを 5点
リカート（ 1点：全く重視されない～ 5点：非常に重
要視される）で尋ね，各領域の戦略的重要性を測定し
た。
こうして測定される各領域の重要性と非財務指標の
コミュニケーションの程度との適合性を測定したもの
が戦略的適合度となる。ある非財務指標のカテゴリー
がどの戦略的重要性を反映しているのかを決定するの
は容易なことではないが，本研究では，Kaplan and
Norton（1996，2001）の BSCや戦略マップの記述を
参考に，図表 2 ― 2のように対応させた。そして，各
戦略的重要性について，図表 2 ― 3のセル①と④につ
いては戦略的適合度が高い，セル②と③については戦
略的適合度が低いとして，それぞれ（ 1， 0）のダミ
ー変数とした。なお，戦略的重要性と非財務指標のコ
ミュニケーションのそれぞれの高低の分類は，リカー
トスケールの 4以上で，重要性あるいはコミュニケー
ションの程度が高いとし， 3以下で低いと分類した。
ただし，新しい製品や技術の開発，製造プロセスの
改善といったように， 1つの戦略的重要性に対して，
図表 2―2 戦略的重要性と非財務指標の対応関係
戦略的重要性 非財務指標
顧客との信頼関係の構築・維持
顧客に関する指標
マーケットシェア
ブランドの構築・保守 ブランドに関する指標
新しい製品や技術の開発
新製品開発に関する指標
研究開発に関する指標
製造プロセスの改善
製造プロセスの品質に関する指標
製造プロセスの時間に関する指標
製造プロセスの生産性に関する指標
従業員の教育・やる気・創造性
従業員の教育・訓練に関する指標
従業員のモチベーションに関する指標
情報インフラの整備 情報インフラに関する指標
環境保護 環境に関する指標
図表 2―3 戦略的適合度（分類）
非財務指標のコミュニケーション
低い 高い
戦略的重要性
低い ① ③
高い ② ④
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複数の指標が対応している場合には，図表 2 ― 4にあ
るような処理を行っている。
まず，戦略的重要性が高い場合には，コミュニケー
ションの程度が 1つでも 4以上であったら，適合度が
高いと分類した。これは， 1つの戦略的重要性に対す
る複数の指標すべてのコミュニケーションの程度が高
い必要性は必ずしもないと考えられるためである。ま
た，戦略的重要性が低い場合には，コミュニケーショ
ンの程度が 1つでも 4以上の指標があったら，適合度
は低いと分類した。これは，戦略的な重要性が低いに
も拘わらず，コミュニケーションの程度が高いという
ことは，トップの時間と関心を非効率に使っていると
図表 2―4 複数指標の場合の戦略的適合度の分類
戦略的重要性が高い場合 適合度
新しい製品や技術の開発 5
新製品開発に関する指標 4
1
研究開発に関する指標 3
戦略的重要性が低い場合 適合度
新しい製品や技術の開発 3
新製品開発に関する指標 4
0
研究開発に関する指標 3
図表 2―5 戦略的適合度の算出例
顧客との信頼
関係の構築・
維持
ブランドの構
築・保守
新しい製品や
技術の開発
製造プロセス
の改善
従業員の教
育・やる気・
創造性
情報インフラ
の整備
環境保護 戦略的適合度
A社 1 1 1 0 1 1 1 0.8571
B社 0 1 1 0 1 1 0 0.5714
… 1 0 0 1 1 0 1 0.5714
図表 2―6 戦略的重要性に関する記述統計
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
顧客との信頼関係の構築・維持 94 4 5 4.862 0.347
ブランドの構築・保守 94 2 5 4.298 0.716
新しい製品や技術の開発 94 3 5 4.809 0.422
製造プロセスの改善 94 3 5 4.479 0.600
従業員の教育・やる気・創造性 94 3 5 4.309 0.640
情報インフラの整備 94 2 5 4.011 0.740
環境保護 94 2 5 4.404 0.693
図表 2―7 非財務指標の利用度に関する記述統計
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
報告の多様性 94 0.17 1.00 0.762 0.213
コミュニケーションの程度 94 2.20 5.00 3.876 0.643
戦略的適合度 94 0.00 1.00 0.599 0.259
評価の多様性 93 0.00 1.00 0.342 0.285
平均値
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考えられるためである。以上の処理を各戦略的重要性
について行い，図表 2 ― 5のように，各ケースの平均
値を算出し，この値を各社の戦略的適合度とした。
戦略的重要性と 4つの非財務指標の利用度の記述統
計を示しているのが，図表 2 ― 6， 2 ― 7である。戦略
的重要性は基本的にすべての項目（領域）において，
その重要性が高く評価された。非財務指標の利用度に
ついては，その平均値が示しているように，評価の多
様性を除けば，多くの企業において非財務指標の利用
度が高いことを示している。なお，非財務指標の利用
度に関する詳細な点については，次節で検討する。
3 調査・分析結果
3―1 利用される非財務指標
本項では，わが国製造業において，どのような非財
務指標が利用されているのかについて検討する。各指
標別の利用度を示しているのが，図表 3 ― 1， 3 ― 2，
3 ― 3， 3 ― 4である。
図表 3 ― 1は，非財務指標がトップ・マネジメント
に対してどの程度の間隔で報告されているのかどうか
を示している。指標の定期報告の有無については後述
するので，まず図表 3 ― 1を使って指標の報告頻度を
検討することにする。
全体的には，例外管理を示す「測定結果に異常値が
発生した場合のみ報告されている」割合がどの指標に
ついても非常に低いといえる。例外管理は高い ROM
（Simons，1995）を達成する上で重要な管理手法であ
るが，この調査結果は，異常値が発生した場合のみ報
告するという意味での例外管理への依存度が低いこと
を示している6）。
高い頻度で報告されている指標としては，マーケッ
トシェア，製造プロセスに関する 3つの指標などがあ
る。一方，新製品開発や研究開発に関する指標は，開
発される製品・技術の特性や種類によって，報告頻度
がばらついたものと考えられる。たとえば，毎月多く
の新製品が生まれる企業もあれば，年に数種類のみと
いう企業も存在する。こうした違いがあれば，新製品
開発件数といった指標の報告頻度も当然それに応じて
変化すると考えられる。また，従業員関連の 2つの指
標や情報インフラに関する指標も，他の指標と比較し
て報告頻度が少ない。これらの指標は一般的に短期間
で変動しにくい傾向のある指標といえる。たとえば，
従業員の教育・訓練効果はあまりに短期間では得られ
図表 3―1 非財務指標の報告頻度
データの収
集が行われ
ていない。
データは収
集されてさ
れ て い る
が，報告は
いない。
測定結果に
異常値が発
生した場合
のみ報告さ
れている。
年に一度程
度の間隔で
報告されて
いる。
ほぼ半期ご
とに報告さ
れている。
ほぼ四半期
ごとに報告
さ れ て い
る。
月次以下の
間隔で報告
さ れ て い
る。
顧客に関する指標 10（10.64％） 7（7.45％） 3（3.19％） 19（20.21％） 19（20.21％） 15（15.96％） 21（22.34％）
マーケットシェア 5（5.32％） 2（2.13％） 2（2.13％） 15（15.96％） 22（23.40％） 9（9.57％） 39（41.49％）
ブランドに関する指標 40（42.55％） 4（4.26％） 3（3.19％） 19（20.21％） 18（19.15％） 3（3.19％） 7（7.45％）
新製品開発に関する指標 3（3.19％） 4（4.26％） 1（1.06％） 15（15.96％） 25（26.60％） 16（17.02％） 30（31.91％）
研究開発に関する指標 1（1.06％） 5（5.32％） 3（3.19％） 18（19.15％） 25（26.60％） 15（15.96％） 27（28.72％）
製造プロセスの品質に関する指標 1（1.06％） 3（3.19％） 4（4.26％） 1（1.06％） 11（11.70％） 8（8.51％） 66（70.21％）
製造プロセスの時間に関する指標 5（5.32％） 12（12.77％） 6（6.38％） 2（2.13％） 16（17.02％） 14（14.89％） 39（41.49％）
製造プロセスの生産性に関する指標 2（2.13％） 6（6.38％） 4（4.26％） 4（4.26％） 14（14.89％） 20（21.28％） 44（46.81％）
従業員の教育・訓練に関する指標 8（8.51％） 23（24.47％） 3（3.19％） 33（35.11％） 21（22.34％） 3（3.19％） 3（3.19％）
従業員のモチベーションに関する指標 24（25.53％） 9（9.57％） 5（5.32％） 33（35.11％） 13（13.83％） 4（4.26％） 6（6.38％）
情報インフラに関する指標 13（13.83％） 28（29.79％） 8（8.51％） 20（21.28％） 15（15.96％） 6（6.38％） 4（4.26％）
環境に関する指標 4（4.26％） 6（6.38％） 2（2.13％） 24（25.53％） 29（30.85％） 9（9.57％） 20（21.28％）
※カッコ内の数値は有効回答数に対する比率
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にくい。こうした要因は，これらの指標の報告頻度が
少ない理由の 1つであると考えられる。
本研究では，年に一度程度以上の間隔で報告されて
いれば，指標が定期報告されていると考えるが，その
定期報告を行っている企業の割合を示したものが図表
3 ― 2である。平均値に示されるように，全体的には
多様な非財務指標が報告されているといえるが，情報
インフラ，モチベーション，教育・訓練，ブランドに
関する指標の定期報告を行っている企業が相対的に少
ないといえる。ブランドに関する指標を除けば7），こ
れらの指標は BSCの学習と成長の視点に属するもの
であり， 4つの視点間の因果関係においてパフォーマ
ンスに影響を与えるのにもっとも時間を要し，その直
接的影響も小さい指標であるといえる。
図表 3 ― 2は各指標が定期報告されているか否かを
示しているに過ぎないが，図表 3 ― 3は定期報告され
ている指標の測定結果について，トップ・マネジメン
トと報告者との間でどの程度熱心にコミュニケーショ
ンがとられているのか（指標ごとの平均値）を示した
ものである。図表 3 ― 3に示されるように，コミュニ
ケーションの程度については，報告の有無と同様の傾
向が見受けられる。すなわち，定期報告されにくい指
図表 3―2 各指標の報告の有無に関する記述統計
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
顧客に関する指標 94 0 1 0.7872 0.4115
マーケットシェア 94 0 1 0.9043 0.2958
ブランドに関する指標 94 0 1 0.5000 0.5027
新製品開発に関する指標 94 0 1 0.9149 0.2805
研究開発に関する指標 94 0 1 0.9043 0.2958
製造プロセスの品質に関する指標 94 0 1 0.9149 0.2805
製造プロセスの時間に関する指標 94 0 1 0.7553 0.4322
製造プロセスの生産性に関する指標 94 0 1 0.8723 0.3355
従業員の教育・訓練に関する指標 94 0 1 0.6383 0.4831
従業員のモチベーションに関する指標 94 0 1 0.5957 0.4934
情報インフラに関する指標 94 0 1 0.4787 0.5022
環境に関する指標 94 0 1 0.8723 0.3355
最小値である 0が報告なし，最大値である 1が定期報告ありを示している。
図表 3―3 各指標のコミュニケーションの程度に関する記述統計
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
顧客に関する指標 79 1 5 3.8481 1.0139
マーケットシェア 86 2 5 4.1163 0.7580
ブランドに関する指標 52 2 5 3.7692 0.9207
新製品開発に関する指標 86 2 5 4.1512 0.8334
研究開発に関する指標 87 2 5 3.9195 0.9178
製造プロセスの品質に関する指標 90 2 5 4.2333 0.9125
製造プロセスの時間に関数 r指標 77 2 5 4.0649 0.9366
製造プロセスの生産性に関する指標 86 2 5 4.0116 0.8744
従業員の教育・訓練に関する指標 63 1 5 3.5873 0.9269
従業員のモチベーションに関する指標 61 1 5 3.6557 0.9467
情報員インフラに関する指標 53 1 5 3.4906 0.9328
環境に関する指標 85 1 5 3.7412 0.9278
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標については，たとえ定期報告されていたとしても，
そのコミュニケーションの程度は高くないといえ
る8）。
図表 3 ― 1， 3 ― 2， 3 ― 3は，トップ階層における
非財務指標の利用に関して検討したものであるが，こ
れらの指標が事業部長，カンパニー長，職能部門長な
どの部門管理者の評価にそのまま利用されているのか
どうかは定かではない。図表 3 ― 4は，各指標の部門
管理者の評価における利用の有無を示したものであ
る。
図表 3 ― 2で示されたトップに対する報告と比べる
と，全体的に評価における非財務指標の利用度は低い
といえる。ただし，図表 3 ― 5に示される通り， 2つ
のスコアの差を示している「両者の差」が各指標間で
それほど大きな差がないということは，指標間の比較
では，トップに対する報告利用と評価における利用は
同様の傾向があることを示している。すなわち，全体
的な特徴としては，評価における利用度は報告におけ
る利用度と比べて低水準にあるが，評価における利用
においても報告利用の場合と同様に，BSCの 4つの
視点でいう学習と成長の視点に属する指標の利用度が
低い。なお，環境に関する指標のみが他の指標とは異
図表 3―5 報告利用と評価利用との差
報告利用 評価利用 両者の差
顧客に関する指標 0.7872 0.3441 0.4431
マーケットシェア 0.9043 0.4731 0.4311
ブランドに関する指標 0.5000 0.1290 0.3710
新製品開発に関する指標 0.9149 0.5269 0.3880
研究開発に関する指標 0.9043 0.4946 0.4096
製造プロセスの品質に関する指標 0.9149 0.5614 0.3235
製造プロセスの時間に関数 r指標 0.7553 0.3978 0.3575
製造プロセスの生産性に関する指標 0.8723 0.4946 0.3777
従業員の教育・訓練に関する指標 0.6383 0.1505 0.4878
従業員のモチベーションに関する指標 0.8957 0.1720 0.4237
情報員インフラに関する指標 0.4787 0.0860 0.3927
環境に関する指標 0.8723 0.2473 0.6250
図表 3―4 各指標の評価利用の有無に関する記述統計
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
顧客に関する指標 93 0 1 0.3441 0.4776
マーケットシェア 93 0 1 0.4731 0.5020
ブランドに関する指標 93 0 1 0.1290 0.3371
新製品開発に関する指標 93 0 1 0.5269 0.5020
研究開発に関する指標 93 0 1 0.4946 0.5027
製造プロセスの品質に関する指標 93 0 1 0.5914 0.4942
製造プロセスの時間に関数 r指標 93 0 1 0.3978 0.4921
製造プロセスの生産性に関する指標 93 0 1 0.4946 0.5027
従業員の教育・訓練に関する指標 93 0 1 0.1505 0.3595
従業員のモチベーションに関する指標 93 0 1 0.1720 0.3795
情報員インフラに関する指標 93 0 1 0.0860 0.2819
環境に関する指標 93 0 1 0.2473 0.4338
最小値である 0が利用なし，最大値である 1が利用ありを示している。
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なる傾向を示している。つまり，評価における利用と
報告における利用との差が他の指標と比べてかなり大
きく，比較的多くの企業で報告はされているにも拘わ
らず，その割には評価に利用されることが少ないとい
える。
管理者の業績評価にどういった非財務指標が利用さ
れるのかは，その管理者が管理している組織に大きく
依存すると考えられる。一般的に，職能部門長の評価
においては各職能部門の活動を測定するのに非財務指
標は適合しているが，特定の指標の利用の有無はどの
職能領域の管理者であるのかに関係している。たとえ
ば，営業部の長の評価に品質に関する指標は利用され
ることはあまりないであろう。しかしながら，本調査
の質問票では，特にどういった組織の管理者であるの
かは規定しなかった。こうした点は本調査の限界であ
るが，ここでは，組織構造によって指標の利用度が異
なるのかどうかを検討する。図表 3 ― 6は，職能別組
織，職能別事業部制，事業部制，事業本部制，カンパ
ニー制ごとに，管理者の業績評価における各指標の利
用割合を示したものである9）。
図表 3 ― 6に示されるように，製造プロセスに関連
する指標，マーケットシェア，開発関連の指標は，ど
の組織構造においても利用度が高い非財務指標である
が，顧客に関する指標は自律的な組織においてその利
用度が低くなっている。ただし，事業部制やカンパニ
ー制などに代表される自律的な組織においてもある程
度非財務指標が利用されているのは，非財務指標は財
務指標による弊害を防止するのに有効であると考えら
れているからであると思われる。
3―2 非財務指標の報告目的
前項の分析結果が示しているように，日本企業では
全体的には多様な非財務指標がトップ・マネジメント
に対して報告されていた。では，非財務指標はどうい
った目的のために報告されているのであろうか。本調
査では，「現在の計画や戦略の進捗度の把握」，「将来
の計画や戦略の立案・修正」，「個人業績の評価」，「組
織業績の評価」，「財務的成果の変動の説明」，「形式化
もしくは慣例化」という 6つの目的・理由に対して，
実態を最もよく表わしている上位 3つを提示してもら
った。その結果を示したのが，図表 3 ― 7である。図
表 3 ― 7では， 1位から 3位までに選択された回数
と， 1位を 3点， 2位を 2点， 3位を 1点とした計算
された平均値が示されている。
図表 3 ― 7に示されているように，非財務指標は，
主に「現在の計画や戦略の進捗度の把握」と「将来の
計画や戦略の立案・修正」という 2つの目的のため
に，トップ・マネジメントに報告されている。これら
の目的は，BSCのような戦略的業績管理システムに
おいて最も重要視される目的であり，その意味では，
日本企業における非財務指標の利用は戦略的業績管理
システムの目指す方向性と同一であるといえる。
図表 3―6 組織構造と評価における指標の利用
職能別組織 職能別事業部制 事業部制 事業本部制 カンパニー制
顧客に関する指標 0.5833 0.6000 0.3636 0.3333 0.0714
マーケット・シェア 0.4167 0.5000 0.5000 0.6667 0.4286
ブランドに関する指標 0.0833 0.2000 0.1364 0.0000 0.1429
新製品開発に関する指標 0.5833 0.6000 0.5909 0.6667 0.2857
研究開発に関する指標 0.6667 0.5000 0.5000 0.0000 0.5714
製造プロセスの品質に関する指標 0.6667 0.7000 0.6364 0.3333 0.5000
製造プロセスの時間に関する指標 0.6667 0.4000 0.4091 0.3333 0.2857
製造プロセスの生産性に関する指標 0.5000 0.5000 0.5227 0.3333 0.5000
従業員の教育・訓練に関する指標 0.1667 0.1000 0.1818 0.0000 0.1429
従業員のモチベーションに関する指標 0.0833 0.3000 0.2273 0.0000 0.0714
情報インフラに関する指標 0.0833 0.1000 0.1364 0.0000 0.0000
環境に関する指標 0.2500 0.2000 0.3409 0.0000 0.1429
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ただし，財務的成果の変動を説明するために，非財
務指標が報告されていることが多いことも注目に値す
る。平均値では，管理会計において業績評価指標の最
も一般的な利用目的であると考えられる組織や個人の
評価よりも得点が高く，全体の順位も 3番目であっ
た。一般的には非財務指標は財務指標の先行指標であ
り，財務指標による測定結果が示される前に，その結
果に至るプロセスを把握できるために，マネジャーは
より素早く状況を把握し，行動を修正する機会を得る
ことができると考えられている。しかしながら，非財
務指標が財務的成果の変動の説明要因として報告され
ているということ（たとえば，売上高の減少を説明す
る要因として不良品率が報告されているということ）
は，こうした非財務指標のメリットを十分に引き出せ
ていない状況を意味している。
こうした報告目的は，非財務指標の利用度によって
異なる可能性がある。たとえば，戦略的適合度が高い
企業と低い企業とでは，報告が慣例化・形式化してい
る程度は異なると考えられる。そこで，各報告目的の
得点（ 1位を 3点， 2位を 2点， 3位を 1点， 1～ 3
位までに含まれない場合は 0点）と「報告の多様
性」，「コミュニケーションの程度」，「戦略的適合度」
との相関分析を行った10）。図表 3 ― 8はこの結果を示
している。図表 3 ― 8に示される通り，有意な関係は，
形式化あるいは慣例化においてのみ発見された。すな
わち，報告の形式化あるいは慣例化と 3つの非財務指
標の利用度とは負の相関関係にあった。この結果は，
広範に非財務指標を報告していない企業ほど，あるい
はコミュニケーションの程度が低い企業ほど，あるい
は戦略的適合度が低い企業ほど，非財務指標の報告が
図表 3―7 非財務指標の報告目的
1位 2位 3位 得点（平均値）
現在の計画や戦略の進捗度を把握するため 58（63.74％） 19（20.88％） 8（8.79％） 2.42
将来の計画や戦略の立案・修正のため 18（19.78％） 38（41.76％） 17（18.68％） 1.62
個人の業績を評価するため 1（1.10％） 2（2.20％） 5（5.49％） 0.13
組織の業績を評価するため 5（5.49％） 13（14.29％） 30（32.97％） 0.78
財務的成果（売上，利益，コストなど）の変動を説明するため 8（8.79％） 17（18.68％） 24（26.37％） 0.90
特段の目的はなく，報告が形式化あるいは慣例化しているから 1（1.10％） 2（2.20％） 4（4.40％） 0.12
※ カッコ内の数値は有効回答数に対する比率
図表 3―8 非財務指標の報告目的と利用度との相関関係
報告の多様性
コミュニケー
ションの程度
戦略的適合度
現在の計画や戦略の進捗度を把握するため
Pearsonの相関係数 0.0059 0.1094 0.0226
p 値（両側） 0.9555 0.3020 0.8320
将来の計画や戦略の立案・修正のため
Pearsonの相関係数 0.0360 －0.0525 0.0296
p 値（両側） 0.7351 0.6211 0.7807
個人の業績を評価するため
Pearsonの相関係数 －0.0381 －0.0426 －0.0688
p 値（両側） 0.7201 0.6882 0.5172
組織の業績を評価するため
Pearsonの相関係数 0.0873 0.0914 0.0392
p 値（両側） 0.4105 0.3886 0.7121
財務的成果（売上，利益，コストなど）の変
動を説明するため
Pearsonの相関係数 0.0558 0.0123 0.0572
p 値（両側） 0.5993 0.9078 0.5902
特段の目的はなく，報告が形式化あるいは慣
例化しているから
Pearsonの相関係数 －0.3810 －0.2270 －0.2460
p 値（両側） 0.0002 0.0302 0.0188
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形式化もしくは慣例化していることを示している。
3―3 非財務指標の利用に影響を与える要因
先行研究の知見によれば，非財務指標の利用を促進
する要因が存在するという。たとえば，TQMの導入
や不確実性の増大は非財務指標の利用を促進している
ことが明らかにされている（Gordon and Narayanan,
1984; Ittner and Larcker, 1995）。本項では，複雑性，
不確実性，管理システム（目標管理，方針管理，
TQC／TQM：以下 TQM，BSC，情報システム），取
引先という 8つの要因について，非財務指標の利用度
に影響を与えているのか否かについて検討する。
3―3―1 複雑性・不確実性
複雑性については，主要事業数をその代理変数とし
た。また，不確実性については，延岡（2002）に依拠
して，今後の事業展開上での不確実な要素の程度と近
年における構造的変革の必要性に関する次の 2つの質
問（ 5点リカート）の平均値を不確実性の尺度とし
た。
・今後どのような事業を中心としていくべきなの
か，不確実な要素が多い（ 1点：きわめて少ない
～ 5点：きわめて多い）。
・ここ数年間，事業構成や事業内容を含めて大幅な
変更が必要な状況に直面している（ 1点：全くそ
のようなことはない～ 5点：高い必要性に迫られ
ている）。
こうして測定される複雑性・不確実性と 4つの非財
務指標の利用度との相関分析の結果を示しているのが
図表 3 ― 9である。
図表 3 ― 9に示されているように，複雑性について
は，報告の多様性，コミュニケーションの程度，戦略
的適合度において正の相関関係が，評価の多様性にお
いて負の相関関係が観察された。本研究では複雑性を
主要事業数によって測定しているので，事業数との関
連でこれらの結果を解釈すれば，次のようなものにな
ると考えられる。
事業数の増大は，多様な事業を 1つの組織のもとに
集結させることになる。業績評価という側面からは，
多様な事業間に共通した業績評価指標によって事業間
の評価を行うだけではなく，各事業に独自の業績評価
指標を設定する必要があると考えられる。なぜなら，
たとえ各事業に相互依存性があるとしても，各事業の
重要成功要因が全て同一であるとは限らないからであ
る。たとえば，事業のライフサイクルが異なれば，重
要視される指標が異なることは先行研究において明ら
かにされている（Shank and Govindarajan, 1993）。し
たがって，事業数が増大するとその事業に特有の指標
が設定される必要があるために，事業数の増大はトッ
プ・マネジメントに報告される指標に多様性をもたら
すものと考えられる。
一般的には複数の事業間には相互依存性があるため
に，ある 1つの事業における意思決定は，複数の事業
体に影響を与える。そうした意思決定による影響は，
トップ・マネジメントによって調整される。互いに絡
み合う事業間の調整や資源配分をトップ・マネジメン
トが効果的に行うには，非財務指標の測定結果からの
フィードバックはそのコンテクストも含めて慎重に検
討される必要がある。それゆえ，トップ・マネジメン
トは報告される指標についてコミュニケーションを高
めていると考えられる。ただし，数多くの事業を抱え
ている状況では，トップ・マネジメントの限られた資
源を利用するには，それらのコミュニケーションは戦
略的重要性に基づいて実施されなければならない。そ
図表 3―9 非財務指標の利用度と複雑性・不確実性との相関関係
報告の多様性
コミュニケー
ションの程度
評価の多様性 戦略的適合度
複雑性
Pearsonの相関係数 0.1779 0.2520 －0.2156 0.1999
p 値（両側） 0.0862 0.0142 0.0380 0.0534
不確実性
Pearsonの相関係数 －0.0860 －0.0694 －0.0643 －0.0101
p 値（両側） 0.4100 0.5063 0.5401 0.9227
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れゆえ，事業数の増大は，コミュニケーションの程度
と戦略的適合度を高めると考えられる。
一方，評価の多様性と複雑性との間には負の相関関
係が見受けられた。報告の多様性との関係からいえ
ば，事業部長などの部門管理者の評価には各事業の重
要成功要因を測定する非財務指標が利用されるはずな
ので，正の関係が観察されると予測される。しかしな
がら，実際にはまったく逆の関係が観察された。これ
には，いくつかの理由が考えられる。たとえば，部門
管理者の業績評価に各事業特有の戦略を示す非財務指
標が利用されると，指標数が増大してしまい複雑なシ
ステムになってしまう。特に，業績評価システムの設
計において，被評価者の理解のしやすさやシステムの
管理コストが重要視されている場合，多様な非財務指
標の利用は避けられるのかもしれない。また，一般的
に評価には部門間で比較可能な共通した指標が利用さ
れやすいが，多くの場合，各事業特有の要因を表す非
財務指標はそうした特性を持ちにくいということも影
響している可能性がある11）。
一方，不確実性については，どの項目においても有
意な関係は発見されなかった。先行研究では，不確実
性の高さがより広範な非財務指標の利用につながるこ
とが明らかにされている。たとえば，Gordon and
Narayanan（1984）は，認知された環境不確実性，組
織構造（機械的―有機的），情報システムの特性（外
的，非財務的，事前的な情報の認知される重要性）の
関係について，成功企業（過去 10年にわたり収益が
ある企業）を対象に調査を行った。その結果，認知さ
れる環境不確実性と情報特性，認知される環境不確実
性と組織構造には，それぞれ有意な関係が観察された
のに対して，組織構造と情報特性には有意な相関は観
察されなかった。つまり，意思決定者が環境の不確実
性が増大したと認知すると，彼らは外的，非財務的，
事前的な情報を求め，そしてより有機的な組織に移行
する傾向があることが明らかにされた。環境の不確実
性と非財務指標との関係については，Chenhall and
Morris（1986）においても同様の結果が示されてい
る。
このような先行研究の結果との相違の原因の 1つ
は，不確実性の操作化にあると考えられる。本研究で
は，「事業に関する不確実性」を不確実性の尺度とし
ている12）。この不確実性は，事業の内容やビジネスモ
デルに関する将来の不透明性などを表わしているもの
なので，不確実性が高い状況でも，具体的に事業やビ
ジネスモデルを評価するための非財務指標の広範な利
用にはつながらなかったと考えられる。すなわち，事
業の内容やビジネスモデルとして，どのようなものが
良いのか分からないということは，どの非財務指標を
利用するのかも決定できない状況にあるために，広範
な非財務指標の利用（報告・評価）には繋がらないも
のと考えられる。また，コミュニケーションの程度に
ついても，どの非財務指標を利用すればよいのか断定
できない状況下では，コミュニケーションを高めるこ
とはできないし，戦略的適合度についても，各事業の
戦略的重要性が明確ではない状況では，適合度が低下
する可能性の方が高いといえる。
一方，先行研究（Gordon and Narayanan, 1984）で
は，不確実性は環境不確実性として，組織の産業的，
経済的，技術的，競争的，顧客環境といった多様な側
面における予測可能性と安定性という観点から操作化
されている。こうした多様な側面には本研究における
事業に関する不確実性に類似したもの（たとえば外部
環境のダイナミックさ）も含まれているが，その一方
で事業全体ではなく顧客や技術といった特定の領域に
おける不確実性概念も含まれている。こうした特定の
領域における不確実性の高さは，非財務指標の利用を
促進する可能性があると考えられる。たとえば，Gor-
don and Narayanan（1984）では，顧客の好みの予測
可能性が不確実性を構成する要素として含まれてい
る。一般に，顧客の好みの予測が困難になると，企業
は顧客の好みの変化を知るために，それまでよりも情
報探索活動を活性化させると考えられる。その際，顧
客満足度やマーケットシェアといった非財務指標は，
顧客の好みの変化の傾向を通知する指標として有効で
あると考えられる（Simons, 1995）。
3―3―2 取引先
非財務指標の利用状況に関する分析では，ブランド
に関する指標の報告利用・評価利用，ブランドに関す
る適合度が低いという結果が得られた。この結果は，
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各企業の取引先の違いから生じたものと考えられる。
一口に顧客といっても，顧客が一般消費者という個
人であるのか，それとも企業などの組織であるのかと
いう 2つの分類が可能である。この分類は，管理会計
研究においては重要視されてきたものではないが，マ
ーケティング研究の領域においては消費財マーケティ
ングと産業財マーケティングという 2つの考え方が提
示されてきた。この違いは，非財務指標の利用方法に
影響を与える可能性がある（西居, 2004）。そこで，
主要製品の取引先が個人顧客か産業用使用者か（消費
財メーカーか産業財メーカーか）によって，BSCの
顧客の視点に分類できる指標（顧客に関する指標，マ
ーケットシェア，ブランドに関する指標）の利用度に
差があるのかどうか，独立性の検定（χ2検定）を行
った13）。図表 3 ―10， 3 ―11， 3 ―12は，取引先と各指
標の報告の有無，取引先と戦略的適合度の高低，取引
先と評価利用の有無のクロス集計表と独立性の検定結
果を示している。
図表 3 ―10は，ブランド（p＜0.00），マーケットシ
ェア（p＜0.1）に関する指標の報告について，産業財
メーカーの方が非財務指標の報告割合が低いという結
果を示している。図表 3 ―11は，ブランドに関する適
合度（p＜0.01）と顧客に関する適合度（p＜0.1）に
ついて，産業財メーカーの方がその適合度が低くなる
割合が高いことを示している。図表 3 ―12は，ブラン
ド（p＜0.01），マーケットシェア（p＜0.05）に関す
る指標の評価利用について，産業財メーカーの方が利
用割合が低いことを示している。
マーケティング研究によれば，産業財を取り扱う売
り手と買い手の関係は，消費財に比べ，より長期的，
相互依存的かつ密接である。顧客との関係がより長期
的，相互依存的かつ密接であるということは，非財務
指標の意義を半減させる。一般に，業績評価指標に
は，業績評価と情報伝達という 2つの役割があると認
識されてきた。前者の役割は，個人や組織の業績を何
らかの基準で測定し動機づけを図るということであ
り，後者の役割は，測定することから，その領域の現
状を知らせるということである。たとえば，本来的に
は，顧客満足度は，営業部門の従業員の業績を評価す
る指標であるとともに，現状の顧客が満足しているの
か，それとも満足していないのかという情報を提供で
きる指標でもある。しかしながら，顧客との関係が長
期的，相互依存的かつ密接であるということは，組織
間で情報共有の水準が高いことも意味している。たと
えば，顧客の満足度水準やニーズといった情報は，直
接的なコミュニケーション・チャネルを通じて収集し
た方が効率的であると考えられる。こうしたことか
ら，産業財メーカーにおいて，BSCの顧客の視点に
属する指標の報告の程度や顧客やブランドに関する適
合度が低い企業の割合が大きかったと考えられる。ま
た，こうした理由から，そもそもデータを取っていな
い企業が多く存在し14），それに伴い，管理者の評価に
これらの指標が利用される割合が低下しているものと
考えられる。
3―3―3 管理システム
本項で検討する管理システムは，目標管理，方針管
理，TQM，BSC，情報システムの 5つである。これ
らのシステムの導入割合は，目標管理が 79.79％，方
針管理が 42.55％，TQMが 54.26％，BSCが 11.70％，
図表 3―10 顧客に関する指標の報告の有無と取引先
取引先 Fisherの正確有意確率
（上段：両側下段：片側）個人顧客 産業用使用者
顧客に関する指標
報告なし 5 15 0.301
報告あり 29 45 0.182
マーケットシェア
報告なし 1 8 0.149
報告あり 33 52 0.096
ブランドに関する指標
報告なし 7 40 0.000
報告あり 27 20 0.000
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情報システムが 50.00％であった。
目標管理は古くから日本においても導入されてお
り，90年代以降は特に業績連動型報酬システムの確
立のために再度注目を集めている。こうしたことか
ら，目標管理は非常に多くの企業で導入されていたも
のと考えられる。
一方，これまでわが国の管理会計研究においては，
方針管理は非常に多くの企業で導入されているといっ
た指摘がされることもあったが，今回のサンプルでは
導入企業割合はそれほど高いものではなかった。
BSCについては，10％強の企業で導入されてお
り，近年の日本企業を対象とした調査（乙政，2003；
櫻井，2003）と大差ないもしくは若干少ない導入割合
であった。たとえば，櫻井（2003）の調査では，部分
導入も含めると 20％弱の企業で導入が行われてい
た。ただし，これは導入企業が多いと考えられる金融
業や電力・ガス事業も調査対象としているためと考え
られる。
ERPに代表される情報システムや TQMは，約半数
の企業において導入されていた。
さて，こうしたシステムの導入の有無によって，非
財務指標の利用度に差があるのかどうかを検討するた
めに，Mann―Whitneyの U検定を行った。この分析
結果を示しているのが，図表 3 ―13である。
まず，報告の多様性については，目標管理，
TQM，情報システムが導入されている企業におい
て，より多様な指標が報告されているという結果が得
られた。各システムは報告の多様性と以下のような関
係があると考えられる。
目標管理は多様な指標を利用して評価を行うため
に，有意な関係が観察されたものと考えられる。
TQMの実施には，品質や製造関連などに代表され
る非財務指標が必要になる（Johnson and Kaplan，
1987）。いくつかの先行研究では，TQMの導入が非
財務指標の利用度を向上させることが明らかにされて
おり（Chenhall，1997; Ittner and Larcker，1995; Sim
and Killoug, 1998），本研究の分析結果もこうした先
行研究の結果を支持するものであった。
新たに業績評価指標を追加する場合には，データを
得るために手作業で集計したり，情報システムに新た
な投資が強いられる（Olveetal.,1999）。また，Towers
Perrin社の調査によれば，BSCの導入・実践を支援
するために，44％が多方面にわたる情報システムを
開発するという問題に遭遇しているという（Ittnerand
図表 3―11 顧客・ブランドに関する適合度と取引先
取引先 Fisherの 正 確 有 意 確 率
（上段：両側下段：片側）個人顧客 産業用使用者
顧客との信頼関係の構
築・維持
適合度低い 2 12 0.077
適合度高い 32 48 0.056
ブランドの構築・保守
適合度低い 12 43 0.001
適合度高い 22 17 0.001
図表 3―12 顧客に関する指標の評価利用の有無と取引先
取引先 Fisherの 正 確 有 意 確 率
（上段：両側下段：片側）個人顧客 産業用使用者
顧客に関する指標
利用なし 19 14 0.259
利用あり 42 18 0.164
マーケットシェア
利用なし 13 20 0.082
利用あり 36 24 0.046
ブランドに関する指標
利用なし 24 9 0.004
利用あり 57 3 0.004
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Larcker, 1998）。このように，情報システムの実践
は，より多くのデータを効率的に処理できるようにな
るために，情報システムの導入企業の方がより多くの
非財務指標が報告されているという関係が観察された
ものと考えられる。
このように報告の多様性においては，様々な管理シ
ステムとの間で有意な関係が観察されたが，評価の多
様性においては，どのシステムとも有意な関係は観察
されなかった。特に，BSCや目標管理は個人の評価
と関連性が高いシステムであり，単純な平均値の比較
では，目標管理も BSCも導入企業の方が未導入企業
よりも，より多くの非財務指標を使っているといえる
が，有意な結果は得られなかった。
コミュニケーションの程度と戦略的適合度について
は，有意な関係が観察されたのは，方針管理のみであ
った。理論的には，最も戦略的適合度を高める効果を
有すると考えられる BSCにおいて，有意な結果が得
られなかったのは意外であった。これまで管理会計研
究では，方針管理は BSCとの関連において論じられ
てきた。そうした議論の中では，方針管理は BSCに
比べて批判的に捉えられてきた。たとえば，伊藤
（2004）は，方針管理は組織の末端に至るまで事細か
な方策の展開が実施されるタスク・コントロールに主
眼を置いたアプローチであるのに対して，BSCは意
図的に重要な指標のみを効果的に配置することに主眼
を置いた戦略マネジメント・システムであると指摘し
ている。しかしながら，本研究の結果は，方針管理を
導入している企業は導入していない企業に比べて，少
なくともトップ階層においては，戦略的重要性に基づ
いて指標を取捨選択し，コミュニケーションを図って
いる傾向が強いことを示している。
BSCについて有意な結果が得られなかった原因は
1つ考えられる。それは戦略的適合度の操作化にあ
る。本研究では，代表あるいは業務担当取締役に対す
図表 3―13 管理システムと非財務指標の利用度
目標管理 方針管理 TQM BSC 情報システム
U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値
導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入
報告の
多様性
505.5
（0.048）
0.787 0.662
906.5
（0.179）
0.794 0.738
717.5
（0.003）
0.819 0.694
369
（0.298）
0.826 0.753
823.5
（0.031）
0.816 0.707
目標管理 方針管理 TQM BSC 情報システム
U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値
導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入
コミュニケー
ションの程度
634.5
（0.462）
3.863 3.927
750.5
（0.011）
4.060 3.740
913
（0.163）
3.946 3.793
416
（0.633）
3.772 3.890
1056
（0.713）
3.921 3.831
目標管理 方針管理 TQM BSC 情報システム
U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値
導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入
評価の
多様性
565.5
（0.186）
0.366 0.250
1022.5
（0.811）
0.361 0.329
908.5
（0.196）
0.377 0.302
359
（0.270）
0.477 0.328
1017
（0.620）
0.351 0.333
目標管理 方針管理 TQM BSC 情報システム
U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値 U
統計量
（p 値）
平均値
導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入 導入 未導入
戦略的
適合度
688
（0.814）
0.642 0.624
778
（0.019）
0.711 0.585
941
（0.231）
0.667 0.605
355.5
（0.228）
0.727 0.627
941.5
（0.211）
0.675 0.602
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現行の財務的業績評価指標に修正を加えた。
財務的業績評価指標を追加した。
財務的業績評価指標を削減した。
現行の非財務的業績評価指標に修正を加えた。
非財務的業績評価指標を追加した。
非財務的業績評価指標を削減した。
主観的業績評価の程度を強めた。
主観的業績評価の程度を弱めた。
る非財務指標の報告やコミュニケーションという観点
から戦略的適合度を測定している。通常 BSCは，
SBUレベルの事業戦略を対象としたマネジメント・
システムである。たとえば，事業部長に事業運営に関
する権限が大幅に委譲されている場合，その事業部の
BSCの作成や結果のフィードバックには代表取締役
などの使用人を兼務しない取締役の関与は相対的に少
なくなる可能性がある。Kaplan and Norton（1996）
では，SBUの戦略の具体化としての BSCが，取締役
会に対して SBUの戦略を公表・説明するメカニズム
であり，そうあるべきであると主張しているが，実態
はそこまで進んでいないのかもしれない。
3―4 指標の変更
BSCといった業績管理モデルや EVAなどの新たな
指標の登場あるいは成果主義に代表される業績連動型
の報酬制度の導入などによって，業績評価指標を取捨
選択しなければならない状況に直面する機会は以前に
も増しているといえる。しかしながら，実際にどれほ
どの企業において業績評価指標の変更が行われたのか
に関する経験的証拠は非常に乏しい。そこで，本調査
では部門管理者の業績評価に利用されている業績評価
指標に過去 3年間変更があったのかどうか，さらに変
更があった場合には，どのような変更が行われたのか
について尋ねた。
まず，過去 3年間で管理者の業績評価指標の変更を
行った企業は 34社（36.17％）であった。そして，こ
れらの企業においてどのような変更が行われたのか
（複数回答可）を表しているのが図表 3 ―14である。
図表 3 ―14に示されているように，現行の財務指標
の修正を加えている企業が最も多く，約 60％の企業
がこの変更を行っている。その他の高い割合を示して
いるものとしては，財務指標と非財務指標の追加が挙
げられる。全体的の特徴としては，業績評価指標は削
減されるよりも追加される傾向が強いといえる。
こうした業績評価指標の変更はどのような基準によ
って取捨選択されるのであろうか。こうした疑問に対
する理論的考察や海外における経験的証拠の蓄積は見
受けられるが，わが国企業において実際にどのような
要因が重要視されているのかに関する経験的証拠はほ
とんど蓄積されていない。そこで，本調査では指標の
変更の際，下記の 11の要因がどの程度重要視された
のかを 5点リカート（ 1点：まったく重視されない～
5点：非常に重要視される）で尋ねた。以下の 11の
要因は，Ittner and Larcker（2002）やMalina and Selto
（2004），BSCを初めとする戦略的業績管理システム
の特性を参考にして設定した。
① データを収集するのに多額のコストが必要ない
こと
② 組織成員の行動や事業の状況についてより多く
の情報を提供すること
③ 測定対象を正確に測定すること
④ 組織成員の動機づけを図ること
⑤ 組織成員に戦略を的確に伝達すること
図表 3―14 業績評価指標の変更
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⑥ 被評価者にとって理解しやすいこと
⑦ 測定結果が他部門や競合企業と比較可能である
こと
⑧ 自社のビジネスモデルをよく表していること
⑨ 被評価者が管理可能な項目のみを測定すること
（管理可能性の原則）
⑩ 多様な利害関係者の利益をバランスよく達成す
るように促すこと
⑪ 事業の長期的成果を追求するように促すこと
図表 3 ―15に示されるとおり，④の動機づけ，⑤の
戦略伝達，⑥の理解のしやすさの 3つが特に重要視さ
れているといえる。その一方，①のコスト，②の情報
提供（インフォーマティブ原理），⑩の多様な利害関
係者間のバランスといった要因は相対的には重要視さ
れているとはいえない。重要視されている要因をまと
めると，組織成員に戦略を分かりやすく伝達し，その
戦略の示すベクトルに向かって組織成員の努力を促す
ことといえる。一方，あまり重要視されていない要因
のうち，①のコストと②の情報提供（インフォーマテ
ィブ原理）は，上位者の意思決定のために効率的に情
報を提供・伝達することといえる。これら 2つの要因
は，経営管理システムの影響システムと情報システム
という二面性として捉えられるものである（伊丹，
1986）。前述したように，経営管理システムの 1つの
要素である業績評価指標にもこの 2つの役割は求めら
れている。伊丹（1986）によれば，この二面性は効率
が良い反面，意図せざる悪影響が生まれる危険性もあ
るために，うまくこの二面性を処理しなければならな
い。こうした観点に立脚すれば， 1つの機能により重
点を置いたシステム設計をすることは，逆機能の発生
を抑えるメカニズムとして機能すると考えられる。本
調査の結果は，管理者の評価に利用される業績評価指
標の選択行動においては，影響機能により重点をおい
た行動がとられていることを示しているといえる。
⑩の多様な利害関係者間のバランスや⑧のビジネス
モデルといった項目は，昨今の BSCの議論とも関連
性が深いと考えられたにも拘わらず，重要性は高くな
かった。ビジネスモデルや利害関係者間のバランスを
反映した指標の設定というのは，BSCの議論でいえ
ば，戦略マップや因果連鎖に相当するといえる。日本
企業では，以前から非財務指標を利用していたといわ
れているが，必ずしもこうした因果関係を明確に意識
したものではなかったと指摘されている通り（田中，
2002），本調査の結果もこれを支持するものであっ
た。
4 まとめ
本研究では，トップ階層における報告・インターラ
クションと部門管理者の業績評価という 2つの局面に
焦点を当て，非財務指標の利用実態に関する調査結果
の検討を行った。本研究の調査・分析結果をまとめる
と，次のとおりである。
図表 3―15 指標の変更理由に関する記述統計
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①データを収集するのに多額のコストが必要ないこと 33 1 5 3.273 1.039
②組織成員の行動や事業の状況についてより多くの情報を提供すること 33 1 5 3.212 0.960
③測定対象を正確に測定すること 34 1 5 3.618 0.888
④組織成員の動機づけを図ること 34 2 5 4.118 0.844
⑤組織成員に戦略を的確に伝達すること 34 2 5 3.941 0.851
⑥被評価者にとって理解しやすいこと 33 3 5 4.091 0.678
⑦測定結果が他部門や競合企業と比較可能であること 33 1 5 3.606 1.059
⑧自社のビジネスモデルをよく表していること 33 1 5 3.333 0.957
⑨被評価者が管理可能な項目のみを測定すること（管理可能性の原則） 34 2 5 3.382 0.888
⑩多様な利害関係者の利益をバランスよく達成するように促すこと 33 1 4 3.152 0.755
⑪事業の長期的成果を追求するように促すこと 34 2 5 3.706 0.836
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第 1に，日本企業においてどのような非財務指標が
利用されているのかについて検討を行った。その結
果，トップ階層において全体的に多様な非財務指標が
利用されていることが確認された。ただし，部門管理
者の評価における非財務指標の利用度はそれほど高い
ものではなかった。
第 2に，トップ・マネジメントに対して非財務指標
が報告される理由についても検討を行った。その結
果，戦略的業績管理システムの目的である「現在の戦
略の進捗管理」や「将来の戦略の修正」のために，非
財務指標が報告されていることが明らかとなった。た
だし，その一方で，非財務指標は財務的成果の説明要
因として利用されるという回答も少なからず見受けら
れた。これは非財務指標が先行指標として利用されて
いない可能性があることを意味している。
さらに，非財務指標の利用度によって，これらの利
用目的に差があるのかどうか検討を行った。その結
果，広範に非財務指標を報告していない，あるいはコ
ミュニケーションの程度が低い，あるいは戦略的適合
度が低い企業では，非財務指標の報告が形式化あるい
は慣例化している傾向が強いことが明らかとなった。
第 3に，不確実性，複雑性，管理システム，取引先
によって，非財務指標の利用度が異なるのかどうかに
ついて検討した。
複雑性の増大は，報告の多様性，コミュニケーショ
ンの程度，戦略的適合度と正の相関関係が観察された
が，評価の多様性との間には負の相関関係が観察され
た。
取引先については，各社の取引先が個人顧客である
のか産業用使用者であるのかによって，顧客，マーケ
ットシェア，ブランドといった顧客の視点に属する指
標の報告の有無や評価における利用，戦略的適合度に
差があることが確認された。
目標管理，TQM，情報システムは報告の多様性
と，方針管理はコミュニケーションの程度・戦略的適
合度と，それぞれ有意な関係が観察された。しかしな
がら，評価の多様性については，どの管理システムと
の間においても有意な関係は観察されなかった。
第 4に，近年，どのような内容の業績評価の変更が
行われており，そうした指標の変更の際には，どうい
った要因が重要視されるのかについて検討した。その
結果，全体的に業績評価指標は削減されるよりも追加
される傾向にあること，指標の変更の際には行動的要
因に関する指標の属性が重要視されていることが明ら
かとなった。
以上が本研究の主な調査・分析結果である。最後
に，今後の研究課題について述べる。本研究では，非
財務指標の利用度を 4つの観点から操作化したが，そ
の 4つの変数のうち，評価の多様性については統計的
に有意な関係性がほとんど観察されなかった。また，
有意な関係が観察されたとしても，その他の変数とは
方向性が全く逆のものであったりした。これは，非財
務指標の多様性といっても，報告と評価という利用局
面が異なれば，同一のロジックでは説明できなくなる
ことを意味しているといえる。非財務指標に関する研
究の多くは，これまで指標が利用される状況，たとえ
ば，組織階層，部門，利用目的などの違いを明示的に
取り扱ってこなかった。こうした要因が異なれば，非
財務指標によるマネジメント活動を同一に論じること
はできないであろう。すなわち，非財務指標の利用を
画一的に扱うのではなく，今後はより焦点を絞った研
究が必要になると考えられる。
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注
1） 該当する人物が発見できなかった場合，取締役であるこ
とを条件に，①社長室，②秘書室，③管理部門，④総務
部，⑤経理部という優先順位で宛名人を指定した。最終
的に同条件を満たすものが発見できなかった場合には，
代表取締役社長宛に発送した。
2） 発送宛名人が退職したために 1通返送されたが，発送直
後に返送されてきたために，速達で再送した。その他に
は，督促の電話連絡や督促状・質問票の再送付は行わな
かった。
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3） 94社は，西居（2006）において実施された重回帰分析を
行う際に有効回答と分類された回収企業数である。な
お，返送されてきた全体の回収数は，114社であった。
4） 質問票では，各指標について，①データの収集が行われ
ていない，②データは収集されているが，報告はされて
いない，③測定結果に異常値が発生した場合のみ報告さ
れている，④年に一度程度の間隔で報告されている，⑤
ほぼ半期ごとに報告されている，⑥ほぼ四半期ごとに報
告されている，⑦月次以下の間隔で報告されている，の
6つの選択肢の中から選択してもらい，回答が④～⑦の
場合に，定期報告されていると判定している。
5） 戦略的適合度に関する詳細な説明は西居（2006）を参照
されたい。
6） このことは，日本企業においてマネジメントの注意力や
時間が非効率に利用されていることを意味するわけでは
ない。なぜなら，これらの要素が重要事項であれば，そ
れらはトップが関心を寄せるべき項目となるからであ
る。また，どの指標も年次や半期ごとの報告を行ってい
る企業はある程度の割合存在している。こうした年次や
半期ごとの報告は，それほどマネジメントの時間や注意
力を拘束しないともいえるので，これらの報告頻度は例
外管理の代替的方法とも捉えることができる。
7） ブランドに関する指標については後述する。
8） コミュニケーションの程度を算出する際に，定期報告さ
れていない場合は計算から除外してある。
9） 持株会社やマトリックス組織，あるいはその他の組織構
造については，サンプル数が少数のため，図表 3―5から
は除外してある。
10） あくまで非財務指標のトップに対する報告目的に関する
分析であるため，それとは直接的に関係性を持たない
「評価の多様性」については，分析から除外している。
11） 事業間に共通した指標と各事業特有の指標が，それぞれ
管理者に実際に利用されるのかどうかについては，Lipe
and Salterio（2000），Libby et al．（2004），Banker et al．
（2004）などにおいて検証が試みられている。
12） このように不確実性を測定したのは，財務的パフォーマ
ンス（資本効率）のコントロール変数としての側面を重
要視したからである。本調査の目的の 1つは，非財務指
標の利用と財務的パフォーマンスとの関係を検証するこ
とにあった。この点については，西居（2006）を参照さ
れたい。
13） 売上高が最も大きい製品の取引先が，個人顧客，個人顧
客に販売している小売業・卸売業や関係会社である場合
は消費財メーカーとした。同様に，取引先が，産業用使
用者，産業用使用者に販売している小売業・卸売業や関
係会社が主要取引先の場合は産業財メーカーとした。
14） 図表 3―1に示されるように，ブランドに関する指標では
42.55％の企業でデータが収集されていない。また，顧
客に関する指標やマーケットシェアも，研究開発や製造
プロセス関連の指標と比較すると，データを収集してい
ない企業が多いといえる。
15） インフォーマティブ原理によれば，エージェントの行動
の推定に伴う誤差を縮小させるような指標を報酬契約に
追加することで，また誤差を増大させるような指標を除
去することで，最適なインセンティブ契約が実現される
（Milgrom and Roberts, 1992）。
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